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２０２５年１０月度 製造請負・派遣事業動向調査結果 
 

一般社団法人 日本ＢＰＯ協会は、製造請負・派遣業の事業主団体として、会員企業を対象に 
製造請負・派遣業に関する業況判断等について四半期ごとに定期調査を実施しております。 
 ２０１１年４月に第１回を実施し、今回で５９回目となります。 
２０２５年１０月度の調査結果を下記のとおり取りまとめました。 

 

業況判断ＤＩはプラス４と前期比１１ポイント上昇 
  

～業況判断ＤＩは４期ぶりに上昇。人材確保は厳しい状況が続く。～ 
 

 

【調査結果のポイント】  
１．業況判断等   

(1) ２０２５年１０月度調査の業況判断ＤＩ（「良い」と回答した企業の割合から「悪い」と

回答した企業の割合を引いた数値）はプラス４で、２０２５年７月度調査（マイナス７）

を１１ポイント上回っている。 

先行き（３ヵ月後）の業況判断ＤＩはプラス３となっている。 

(2) 取引先数判断ＤＩ（「増加」と回答した企業の割合から「減少」と回答した企業の割合を

引いた数値）はプラス２２で、２０２５年７月度調査（プラス１７）を５ポイント上回っ

ている。 

先行き（３か月後）の取引先数判断ＤＩはプラス２３となっている。 

(3) 雇用人員判断について、スタッフ社員判断ＤＩ（「不足」と回答した企業の割合から「過

剰」と回答した企業の割合を引いた数値）はプラス８６で、２０２５年７月度調査（ プラ

ス９２）を６ポイント下回った。 

また、プロパ社員判断ＤＩはプラス５４で、２０２５年７月度調査（プラス４５）を 

９ポイント上回っている。 

先行き（３か月後）のスタッフ社員判断ＤＩはプラス８８となっている。 
 

※用語の説明 
【スタッフ社員】：製造業務等に直接従事する労働者 
【プロパ社員】 ：製造業務等には直接従事しないで、営業部門や管理部門等、間接業務に 

                   従事する労働者 
※ＤＩ値について 
 本調査におけるＤＩとは、各調査項目についての判断の状況を示す。例えば、業況判断 
ＤＩは、ゼロを基準として、プラスの値は業況の上向き傾向を表す回答の割合が多いこと 
を示し、マイナスの値は業況の下向き傾向を表す回答の割合が多いことを示す。 

 

 

２．売上額・雇用人員 

(1) 回答企業の２０２５年７～９月期売上額の対前年同期比増減率は４．３％増であった。 

(2) 回答企業の２０２５年９月末現在の雇用人員数は１５９,６３３人であった。 

一般社団法人日本ＢＰＯ協会 
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【調査の概要】 

１．調査の目的  
四半期ごとに、会員企業の製造請負・派遣業に関する業況判断、売上げ動向、雇用人員

等の事項について調査することにより、製造請負・派遣業の現状を明らかにし、事業運営

に役立てるとともに、取引先はじめ関係の皆さまに業界の実情をご理解いただくことを目

的とする（２０１１年４月から調査開始）。 

２．調査時期 
この調査は、２０２５年９月３０日現在の状況について、２０２５年１０月７日から 

１０月２１日に実施した。 

３．調査の対象 
当協会の正会員（８３社）を対象とした。回答企業数６５社、回答率７８．３％。 

４．結果表 別紙 
 
 

【結果の概要】 
１．業況判断等 

(1) 業況判断 
２０２５年１０月の業況判断ＤＩ（「良い」と回答した企業の割合から「悪い」と回答

した企業の割合を引いた数値）はプラス４で、２０２５年７月度調査（マイナス７）を 

１１ポイント上回った（図１）。業況判断ＤＩは、４期ぶりに上昇となった。 

判断材料としては、米国関税の影響や業界ごとの需給差により生産は横ばい、若しくは、

凹凸があること、人材確保難が継続している、などの状況がみられる。 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【最近の業況】の判断例 （調査票の「業況判断の理由」欄から抜粋） 
・製品・業界別に凸凹がある状態が継続している。 
・米国の通商政策による影響は少なくなっているも、目に見える改善には至っていない。 
・自動車業界は、米国関税の影響が徐々に出始めており、生産は例年と比較して若干減少

している。 
半導体・電子部品業界は、生成 AI 関連の需要は引き続き好調なものの、EV の需要の停

滞などで、車載関連の需要が低調気味。 
・要員に関しては、製造業全体の人手不足により、大手取引先を中心に概ね例年通り発生

している。ただ、人材の採用難は継続し、要員の充足に関して若干苦戦している。 
・自動車業界の一部メーカーが派遣人材の募集を再開しているものの、応募者数は多い一

方で、勤務地・勤務時間・給与などの条件とのミスマッチにより、面談・登録・就業ま

で至る率が低下しており、登録者の確保に難航。企業側は少子化の影響もあって 35 歳

以下の若年層を希望する傾向が強く、特に未経験可のポジションにおいても「若さ・柔

軟性・定着率」が重視されていることから、人材確保に苦戦。 
・自動車関連取引先 依然先行き不透明も、底打ち感あり。電子部品関連取引先にてトラ

ンプ関税を意識した前倒し生産継続。 
・AI、データセンター関係取引先で増産傾向、自動車関連の生産は横這い傾向。トランプ

関税の影響で建機関係取引先の生産調整があった。 
・食品製造においては、物価高の影響があり生産の鈍化がみられているが、発注の大幅減

少は見られていない状況。 
・主要取引先（半導体・自動車部品）の生産減・及び生産拠点の海外移行の影響で、派遣

受け入れが止まっている取引先が増えてきた。欠員補充の依頼もない状況。 
・中途離職者が多く在籍人数がなかなか増えない。 
・各取引先は労使協定方式の派遣料における値上げ交渉でかなり苦戦しており、直接雇用

への切り替えに進んでいる。特に外国人派遣は特定技能に切り替えが多い。 
・既存の取引先の状況がよく求人数が増加している。人手不足により新規・既存ともに派

遣のニーズが増加している。 
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（図１）製造請負・派遣業況判断ＤＩの推移  

 

先行き（３ヵ月後）の業況判断ＤＩはプラス３であり、最近の業況判断（プラス４）を 
１ポイント下回っている。 
判断材料としては、増産が見込まれる業種がある一方、米国関税措置の影響による不透明

感、生産の減産・横ばい傾向、および継続する採用難が主な懸念材料となっている。 
 

【先行きの業況】の判断例 （調査票の「業況判断の理由」欄から抜粋） 
・年末から年度末にかけて生産数上昇の情報が無い。 
・請負職場の自動化による省人化が予定されている。 
・物価高に対する賃上げを継続的に行っていかなければならない。 
・自動車関連を中心に輸出企業において影響が出る可能性があることや、国内においては、

政治情勢により、国内情勢にどのような影響があるか注視する必要があり、予断を許さな

い状況である 
・自動車業界は、関税の影響による生産の停滞が年内は継続すると予想する。 
 半導体・電子部品業界は、生成 AI 関連製品の需要は引き続き好調を維持すると予想する。

ただ、米国関税に関して、税率や適用範囲に今後変化が生じる可能性も残る。 
・要員については、各主要取引先で一定程度発生するが、同時に採用面に困難な状況も継続。 
・自動車製造取引先の一部で、生産増が見込まれている。一方で電子機器製造の一部では、

下半期減産傾向であるようだ。 
・自動車関連取引先は、先行き不透明のまま。電子部品関連取引先では、年明けあたりから

前倒し生産による生産調整に向かうか。 
・主要クライアントで新工場竣工・増産傾向がある。 
・海外人材に関する業務が好調と想定される。 

(2) 取引先数判断 
２０２５年１０月の取引先数判断ＤＩ（「増加」と回答した企業の割合から「減少」と

回答した企業の割合を引いた数値）はプラス２２で、２０２５年７月度調査（プラス１７）

を５ポイント上回った。 

先行き（３か月後）の取引先数判断ＤＩは、プラス２３となっている。 
 
(3) 雇用人員判断 
① スタッフ社員 

２０２５年１０月のスタッフ社員判断ＤＩ（「不足」と回答した企業の割合から「過剰」

と回答した企業の割合を引いた数値）はプラス８６で、２０２５年７月度調査（プラス 

９２）を６ポイント下回り、５四半期ぶりにプラス９０を下回った（図２）。 
先行き（３か月後）のスタッフ社員判断ＤＩはプラス８８となっている。 
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（図２）スタッフ社員判断ＤＩの推移 

 
 
② プロパ社員 

２０２５年１０月のプロパ社員判断ＤＩ（「不足」と回答した企業の割合から「過剰」

と回答した企業の割合を引いた数値）はプラス５４で、２０２５年７月度調査（プラス４

５）を９ポイント上回った。 
先行き（３か月後）のプロパ社員判断ＤＩはプラス５９となっている。 
 
 

２．売上額・雇用人員 

(1) 売上額 
回答企業６５社の２０２５年７～９月期売上額の対前年同期比増減率は４．３％増であ

った。 
回答企業の規模別でみると、Ａ群（売上高１０億円以上）が４．３％増、Ｂ群（売上高

１０億円未満）が５．９％増となっている。 
会員企業の売上額の対前年同期比増減率の分布をみると、０～９％増が４３．１％で最

多となっており、次いで、１０～１９％増と０～９％減が１８．５％となっている。増減

率がプラスとなった企業割合は、７０．８％であった。 
 
(2) 雇用人員 

回答企業６５社の２０２５年９月末現在の雇用人員数は１５９,６３３人であった。 
内訳を見ると、スタッフ社員が１４９，８２４人で、雇用人員全体の９３．９％を占め

ている。スタッフ社員の内訳は、労働者派遣により就業する社員が１２４,０００人（スタ

ッフ社員全体の８２．８％）、請負等の現場に就業する社員が２５，８２４人（同１７．

２％）となっている。 
プロパ社員は９，８０９人、全雇用者のうち外国人労働者は２４，１２１人となってい

る。 
 
 

以上 


